
第１号の１
事　業　計　画　書

１　事業者等の概要（２枚以内にまとめてください。パンフレット等の別添付は認められません。）
	名称（企業名等）
	

	本社所在地（住所）
	

	代表者（職・氏名）
	

	従業員数
	　　　　　　　　人
	資本金等
	千円

	連絡先
	〒

住所：
TEL（　　　）　　　－　　　　FAX（　　　）　　　－　　　　

e－mail：

URL：
担当者　職・氏名：

	創業時期
	
	法人設立時期
	

	業種
	

	３期分決算推移
	前々期（ 　～　 ）
	前期（ 　～　 ）
	今期予想（ 　～　 ）

	売上高（千円）
	
	
	

	経常利益（千円）
	
	
	

	主な事業内容
	

	事業の沿革
	

	自社の強み
	


２　申請する事業内容（８枚以内にまとめてください。パンフレット等の別添付は認められません。）
	事業名
	(３０字以内で事業内容が概観できるタイトルを記入してください。)


	事業内容
	（具体的事業内容、事業の目的、計画の目標(利益計画とその根拠)を記載してください。）
［事業スケジュール］
（記載例）○年○月　××試作開始

　　　　　　　△月　□□展示会出展

	実施時期
	平成　　年　　月　～　平成　　年　　月　
※やむを得ない事由により、交付申請日以降で交付決定前に事業に着手しようとする場合は、着手前に、事前着手届（様式第２号）を提出する必要があります。

	過 去 の

採択状況
（過去に本事業に採択された事業者は記載してください。複数回採択されている場合には、採択事業ごとに、表を増やしてください。必要に応じて枠を拡大してください。）
過 去 の

採択状況
（続き）
	採択年度　　平成　　年度
きょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業　　京都市知恵産業創造支援事業
※該当するものを○で囲んでください。

①当初事業計画の検証

過去採択事業の申請時の内容
（提出した交付申請書をもとに記載）
実績
事業の新規性
事業の市場性
事業の実現可能性
地域活性化への波及効果

本事業を実施する体制
（事業遂行能力）

②売上、雇用の状況

・過去採択事業の申請時の内容
事業期間中

(　　.　～　　.3)
事業終了後一年目
（　　.4～　　.3）
事業終了後二年目（　　.4～　　.3）
売上高(千円)
新規雇用(人)
・実績
事業期間中
（ 　.4～ 　.3）
事業終了後一年目（ 　.4～ 　.3）
事業終了後二年目
（ 　.4～ 　.3）
直近
（27.4～28.3）

売上高(千円)
新規雇用(人)
③現状に対する自己評価
④過去の採択事業と今回の計画との関連


	事業の新規性
	（記入の観点）

地域的に新しい取組であるか。商品・サービスに独創性があるか。新たな社会的課題に対応した取組であるか。


	事業の市場性
	（記入の観点）

ニーズがあるか。ニーズを掘り起こすことが可能か。ニーズに適合した商品・サービスであるか。顧客ターゲットのセグメンテーション（市場細分化）は十分か。事業継続が可能な市場が確保されているか。


	事業の実現可能性
	（記入の観点）

実現可能な計画で事業の継続が見込めるか。法令・許認可・公序良俗等問題ないか。第三者への委託が過大ではないか。収支計画は適切か。事業内容に適合した資金使途であるか。対象経費に合致しているか。


	地域活性化への

波及効果
	（記入の観点）

地域課題を解決し、地域力再生に貢献できる事業か。雇用拡大、地域産品の利用等が見込めるか。具体的な社会的課題が設定されているか。また、その解決方法が明確になっているか。


	連携している自治体、支援機関等の名称
	（申請事業に関して連携している機関があれば、名称を具体的に記入してください。）



	事業遂行能力

（事業者内部・外部支援者名・委託先等）
	（記入の観点）

事業遂行に必要な体制等が取れているか。「自社の強み」をどのように事業に活かしているか。「知恵産業認証認定制度等一覧」（http://www.kyoto-conso.jp/nintei/）等の認証・認定を受けているか。
認証・認定等の実績があれば、該当のものに○をし、認証・認定年度を記載してください）

　　年度
京都府中小企業「知恵の経営」実践モデル企業認証制度
　　年度
京都府元気印中小企業認定制度

　　年度
経営革新承認制度
　　年度
京都文化ベンチャーコンペティション
　　年度
京都市ベンチャー企業目利き委員会（Ａランク認定）
　　年度
オスカー認定制度
　　年度
「知恵創出"目の輝き"」企業認定

　　年度
知恵ビジネスプランコンテスト

業
　　年度
創造的文化産業（クリエイティブ産業）モデル企業選定事業
　　年度

《上記以外のものがあれば記入。複数ある場合は、欄を追加》


	本事業の売上高等の見込み
	
	今期
 (28.　~29.3)
	事業終了後一年目
（29.4~30.3）
	事業終了後二年目（30.4~31.3）

	
	売上高(千円)
	
	
	

	
	経常利益(千円)
	
	
	

	
	新規雇用(人)
	　
	
	

	当該年度に他の補助金・助成金等を受けた実績（申請中のものを含む）
	補助金・助成金等名
	対象事業
	金額（千円）

	
	
	
	

	
	
	
	


第１号の２

収　支　予　算　書

１　収入内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　　　目
	金　　　　額

	＜助成（補助）金＞

交付申請額

＜自己資金等＞

自己資金

借入金

その他
	

	合　　　　計
	


２　支出内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　　　目
	金　　　　額

	＜事業費＞

＜事務費＞


	

	合　　　　計
	


注　支出額は，消費税及び地方消費税額を含んだ金額で記載してください。

ただし，消費税及び地方消費税は助成（補助）対象外であるため，交付申請額は支出額に

１００／１０８を乗じた額の２／３以内となります。
注　支出内訳書は，対象経費の項目ごとに記載してください。

注　対象経費の明細は，（第１号の３）支出内訳明細書に記載してください。
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